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 平成 25 年 3 月 






































なお、平成 24年度から評価者（assessor） 育成のための講習を開始している。 
 


















































第１回 平成２３年 ５月１１日 研究会の進め方 
第２回 平成２３年 ７月１９日 調査内容の検討 
第３回 平成２４年 ２月１７日 来年度の研究計画等 
≪平成２４年度≫ 
第１回 平成２４年 ５月２３日 平成２４年度の研究計画 
第２回 平成２４年１０月１６日 インタビュー調査の結果 
第３回 平成２４年１２月１２日 公開研究会  テーマ：グローバリゼーションの進展下に
おける人材育成の在り方－資格・認証制度に着目して－ 
















（2）研究メンバーの構成 ／所外メンバ  ー （敬称略） 
〔研究分担者〕 
逢見 直人（ＵＩゼンセン同盟） 
小杉 礼子（（独）ＪＩＬＰＴ 人材育成部門 統括研究員） 
末廣 啓子（宇都宮大学 キャリア教育・就職支援センタ  ー 教授） 
杉長 敬治（文部科学省生涯学習政策局上席生涯学習官） 
樋口  健（ベネッセ教育研究開発センタ  ー 研究員 
深町 珠由（（独）ＪＩＬＰＴ キャリアガイダンス部門 副主任研究員） 
前田 信彦（立命館大学 キャリアセンター部長／産業社会学部教授） 




  亀岡雄  （政策課主任社会教育官） 
  松永賢誕 （政策課生涯学習企画官） 
  郷家康徳 （政策課課長補佐） 
  山本淳子 （政策課政策審議係長）  
  高井絢  （生涯学習推進課課長補佐） 
  圓入由美 （専修学校教育振興室室長） 






























① ＰＬＡＮ にかかる課題 
・ＩＴなど産学連携によるカリキュラムの開発・認証が進んでいる分野は、限定されている。 
 




































注：芝浦工業大学のＨＰ http://www.shibaura-it.ac.jp/campuslife/jabee/principle.html より。 
 
◆JABEEによる認定のメリット 


























   レベル１＝ＩＴパスポート試験（ＩＰ） 
   レベル２＝基本情報技術者試験（ＦＥ） 
   レベル３＝応用情報技術者試験（ＡＰ） 


















































































































































































































1月 11 日 























7月 19 日 





































   ・経験豊かな eメンタがペースメーカーとなって支援 
 ２）修了後のフォローアップ体制も整備 




   ・修了者は「eLP チューター」の資格を取得可能(ただし基礎資格として｢eLP ベ
ーシック｣を取得する必要がある) 
 ４）利便性と学習効果を両立したプログラム 






   ・プログラムの企画・設計・開発、講師の派遣、eメンタの育成等 
 ２）商工会議所等 
   ・HiRCに対する助言 
 ３）特定非営利活動法人日本イーラーニングコンソシアム（eLC） 
   ・修了者に対し「eLPチューター」の資格認定 
 ４）青山学院ヒューマン・イノベーション・コンサルティング（株） 
   ・講習会場提供、講習用機材提供等の現場支援 
   ※青山学院が 70％出資。玉木教授が代表取締役を兼務。 
 ５）（株）アイビー・シーエス 
   ・集客、課金等の事務処理 
 ６）三井化学（株）等 























指標 質問項目 平均値（5段階） 















    →国の政策として、オンライン学習支援者の育成を進めてほしい 
 ２）本事業は主婦・団塊世代のみをターゲットとしてきたが、今後は、一般社会人や
学生を対象とすることも必要 
   ・既に学生の正規授業としてベーシック及びメンタの育成を実施 




















































































レベル 1：該当の小テストの合格 or 「学習目標
分析ワークシート」の提出 








‐2007年 9月 文部科学省の「社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム」 
委託事業としてスタート（「キャリアブレーク中の女子大学卒業生の
ためのリカレント教育・再就職あっせんシステム」（～2010年 3月）） 
‐2008年 4月 改正学校教育法に基づく履修証明プログラムとしての位置付け 
‐2010年 4月 文科省の委託事業から独立、大学独自の「リカレント教育課程」と 
して継続 
        ・プログラムの目的や内容については、委託事業を踏襲 
        ・受講料については、年間 14万円から 25万円（入学金含む）に増額 
 
２．事業の特徴 




  ・必修科目：キャリアマネジメント、英語特訓（4科目）、ITリテラシー（2科目） 


















  ・当リカレント教育課程の受講者・修了者のみがアクセスできる。 
  ・応募したい企業があれば本学事務室が「身元保証」を行う。 
  ・在日米国商工会議所関係の求人は、リーマンショック以後減尐。 
   他方、東京商工会議所経由の求人、修了者が就職した企業からの再求人等が増加。 
 
 ２）再就職先の開拓（企業ワークショップ） 












  在籍者   １９０人（８回生を含めると２０７人） 
  修了者    ８４人 















































































































- 2002.6月 「大学における実務教育及び実務能力認定に関する研究会」発足。 
       ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ：文部科学省、経済産業省、厚生労働省、総務省、内閣官房 
- 2003.12月 内閣府より特定非営利活動法人として認証。 














   ・概要説明書 
  ・スキル項目説明書 
   ・スキルマトリクス 






   講座審査小委員会のメンバー構成：大学関係 14人、企業関係 6 人、 合計 20人 







  ※計画通りに授業やテストが実施されているかまでのフォローはしていない。 


















- 2001 セールスレップ事業のための調査研究活動開始（NPO団体）。 
- 2003 セールスレップ育成のための実践的研修事業（平成 15年度中小企業総合事業
団新規開拓事業）の実施。 
- 2004 セールスレップ協同組合設立。 
- 2005 日本セールスレップ協会（有限責任事業組合）設立。 
- 2007 文部科学省平成 19年度「専修学校教育重点支援プラン」に採択される。 






‐ セールスレップ 3級、2級の資格取得を目指す。 
‐ 総時間数は約 200時間、コア教材の学習に必要な時間数は 30時間程度。 
‐ 「超ケースメソッド」である「MMP（マネジメントマーケティング・プログラム）
を JSRAが独自開発 
    ◆従来の「ケーススタディ」：事例の分析にとどまる 
    ◆従来の「ケースメソッド」（MBAプログラムの場合）：問題解決策を自由に
発言させるが、解決策の決定はしない 













- 1997 「国際的に通用するエンジニア教育検討委員会」発足。 
- 1999 日本技術者教育認定機構設立（会長 吉川弘之）。技術系の学協会が母体。 
- 2000 ABET（米国）と相互協力の覚書調印（ABETとは「Accreditation Board for Engineering 
and Technology」の略で、アメリカにおいて技術者教育を認定する民間組織をさす）。 
- 2001 学士課程プログラムの認定開始。 
- 2005 ワシントン協定に加盟。 
- 2007 修士課程プログラムの認定開始。 
- 2009 一般社団法人日本技術者教育認定機構として登記。 

























  ・日本の工学教育は、他の加盟国とは違う。 
  ・日本の大学の工学部教育は学問（理論）を教えているが 技術者を育てていない。 
‐その他の国際的枞組みとしてソウル協定、UNESCO-UIAなど。 
‐IEA(International Engineering Alliance)という連合体がある。2 年に 1 回総会
を開催している。継続的な認定を基本とする思想をもとに、職業資格の議論を行っ
ている。 
  ・ワシントン協定（Engineers＝将校） 
  ・シドニー協定（Technologists＝下士官） 
  ・ダブリン協定（Technicians＝兵隊） 
‐2009 年 IEA 総会（於京都）のドキュメントはアウトカム・ベース評価への移行を
示す。 
   c.f.⇔授業時間数・単位数等に注目するのはインプット・ベース 
-ドキュメントの翻訳は文科省でやってほしい。専門教育課にアプローチしている。 
-ワシントン協定の Graduate Attributesとして…、 













  ・分野別要件（基準 1に関しその分野で最小限身に付けるべき専門性にかかる要件） 
 
下図参照 























  ・JABEE修了者で技術士の二次試験合格者は 22年度は 24人 
29 
 
  ・JABEE修了者の合格者平均年齢は 28.1 歳（合格者の平均年齢は 41.5歳） 















  ・習った知識を駆使して問題を設定し、解決している能力 










































































































































































○IT スキル標準（ITSS）はレベルが 7 段階ある。3 年前から情報処理技術者試験と IT
スキル標準に整合性を持たせ、スキル標準が示している到達度に達しているかどうか
を試験で図れるようにした。 
   ・レベル 1＝ITパスポート試験（IP） 
   ・レベル 2＝基本情報技術者試験（FE） 
   ・レベル 3＝応用情報技術者試験（AP） 
   ・レベル 4＝高度試験（９種類） 



























































































































































































































こと。IT 技術者の有効求人倍率は 2 倍になっている。そこでウェブ系アプリケーシ
ョンを作る実績のある人という求人票は 50％で、求職者では 15％。そこだけ見たら、













































































































































































































































































































































介したい。総括的印象として、CEO、CFO に続いて CIO が第 3 の C になりつつあると
いう見方をする人がいる。これはコロンビア大学の CISO（最高情報セキュリティ責
任者）と称する人の見方。一方ソニーUSAでは「東京本社に聞いてくれ」と言われた。



























































































































































































ビジネスが 33年で研究者が 15年。理系職場にも 9年ほどおり、アメリカにも行った。












































































































★第二法則： Performance = Px×Py 
経済で 60点、法学で 60点という人がいると、合わせて 120点ではなく、0.6×
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































   サービスを提供する会社も単純に1社の製品だけでカバーできる時代ではない｡サー
バーでもネットワークでも､マルチベンダー対応しなくてはならない状況の中で､
ベンダー・ニュートラルという認定資格がまた見直されている状況にある｡ 
・ 17分野での認定資格の提供 うち12認定資格は日本語での提供 

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































参 考 資 料 
「多様な学習」プロジェクト







































































































































































IT スキル標準（情報処理推進機構）による IT 分野を構成する専門分野の一覧表 
 
 
